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研究成果の概要（和文）：1)日本各地の全てのシュタイナー学校（８校）のフィールドワーク調

査による現状把握。2)範例な実践事例の収集および学習指導要領との対照における分析・考察。

3)ユネスコスクール認定のシュタイナー学校におけるＥＳＤ実践事例の研究。4) ＮＰＯ法人

立シュタイナー学校における社会的制度的認知プロセスに関するアクションリサーチ。5)シュ

タイナー学校の卒業生に関する欧米の先行調査の紹介と日本での調査実施の準備。 
研究成果の概要（英文）：1) Overview on the current stages of Waldorf-Steiner Schools (8 
schools) in Japan. 2) Research on some of the good practices in the Waldorf Schools with 
Government recognized curriculum. 3) Case Studies on ‘Education for Sustainable 
Development’ in the Waldorf Schools associated with UNESCO school project. 4) Action 
research on the institutional problems in the Waldorf Schools founded by Non Profit 
Organizations. 5)Analysis on ‘Survey of Waldorf Graduates’ in North America and Europe 
as preparing for the survey in Japan.   
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１．研究開始当初の背景 
シュタイナー教育研究については、シュタイ
ナー教育学の理論研究と欧米のシュタイナ
ー学校紹介が先行し、日本の社会的現実のな
かでの実践的研究は立ち後れていた。という
のも、研究開始当初の時点で、ようやく日本
において５校ほどのシュタイナー学校が創
設され、そのうち２校が学校法人化を達成し
たという段階であったからである。本研究は、

はじめて日本におけるそれらの全体像を把
握するとともに、その意義と課題を解明する
研究に着手したものである。 
 
２．研究の目的 
本研究は、日本のシュタイナー学校の現地調
査によって範例的な実践事例を収集・記録し、
公教育学校で全人的・総合的な教育（ホリス
ティック教育）を促進する観点から、その事
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例のもつ意義を明らかにするものである。そ
れは研究の進捗によって、1)この１０年間の
日本におけるシュタイナー学校の全体状況
の把握、2)総合的全人的（ホリスティック）
な教育の観点から公教育との接点の分析、3)
ユネスコスクールのホリスティックなＥＳ
Ｄとの課題共有、4)ＮＰＯ・市民的公共性の
観点からみた意義、5)卒業生に対する教育成
果の調査、といった研究課題へと具体化され
た。 
 
３．研究の方法 
(1) 日本各地のシュタイナー学校（８校）へ
のフィールドワーク調査および全国シュタ
イナー学校運営連絡会でのアクションリサ
ーチによって、その現状と課題を把握した。 
(2) 授業への参与観察による範例的な実践事
例の収集、学校法人設置申請および研究開発
特例校認可書類の分析、とくに学習指導要領
との対照における事例の分析と考察を行っ
た。 
(3) 事例研究の方法によって、ユネスコスク
ール認定のシュタイナー学校におけるＥＳ
Ｄ実践事例を研究した。 
(4) アクションリサーチの方法によって、Ｎ
ＰＯ法人立シュタイナー学校における社会
的制度的認知プロセスに関する研究を行っ
た。 
(5) シュタイナー学校の卒業生に関する欧米
の先行調査の翻訳紹介と日本での調査準備
のためのサンプリング調査を実施した。 
 
４．研究成果 
(1) 日本各地の全てのシュタイナー学校の
調査を行い、学校法人による学校：２校、Ｎ
ＰＯ法人立の学校：４校、任意団体立の学
校：２校の現状を把握し、そのそれぞれのも
つ運営上の課題、生徒数の増減動向、学校間
の連携の進捗状況などを明らかにした。1987
年に最初のシュタイナー学校が東京で開校
して以来、最初の 10年間は１校にとどまり、
2000年に至っても生徒総数は115名であった
のが、2001 年から 2010 年の間、日本全国の
シュタイナー学校の在籍生徒数の総計は 929
名（８校）にまで増加した。この学校数・生
徒数推移の背景を、日本の社会におけるシュ
タイナー教育への関心度の変遷を示す指標
（「シュタイナー教育関連書籍の発刊動向」、
フリースクール・不登校生徒数の推移など）
を用いて検討した。 
(2) 日本のシュタイナー学校の歩みにとっ
て画期的な意義をもつ、「構造改革特別区域
（特区）」制度を利用した学校法人認可に関
わる基本資料を収集し、検討した。とりわけ、
特区制度の研究開発学校設置事業として行
われてきた学習指導要領等の教育課程の基
準によらない特別の教育課程の編成・実施を

可能とする特例については、「教育課程特例
校制度」として全国展開する成果をあげた。
ここでは、藤野町の教育芸術特区による学校
法人取得をしたシュタイナー学園および北
海道シュタイナー学園の２校を中心に範例
な実践事例を収集し、とくに学習指導要領に
定める内容事項が特別の教育課程において
適切に取り扱われていることを示す資料や
教育基本法・学校教育法における教育目標と
実際の教育内容とが矛盾無く一致している
ことを示す資料を分析・考察した。とりわけ
総合学習や体験学習・プロジェクト学習の分
野において、シュタイナー教育カリキュラム
がホリスティックな教育課程と方法を開発
する先駆的意義をもつことが明らかになっ
た。なお、とくに藤野のシュタイナー学園と
京田辺シュタイナー学校の高等部では、「哲
学」や「自己と社会」といった授業、卒業プ
ロジェクトや卒業演劇の参与観察を通して、
実践的にもその意義を検証した。 

(3) ホリスティック教育の観点からシュタイ

ナー学校の実践事例を検討することによって

、それが持続可能な開発のための教育（ＥＳ

Ｄ）としての高い実践的意義を持つことが明

らかになった。折しも、国連・ユネスコがＥ

ＳＤを推進するために、ユネスコスクール・

プロジェクトを展開していたため、この研究

成果を織り込んだアクションリサーチによっ

て、日本の学校教育制度においては認可を得

られていないＮＰＯ法人立の３つのシュタイ

ナー学校（京田辺、東京、横浜）が、ユネス

コ・パリ本部よりユネスコスクール認定を受

けた。現在、ユネスコスクールの認定を受け

た公教育学校とシュタイナー学校の教育研究

交流がはじまっており、意義深い研究対象を

形成している。 

(4) 90年代以降、教育（学）においても、「公

」「官」「国家」－「私」「民間」「企業」の二

者択一的な選択肢に対して、第三の道、すな

わち、公でも私でもない「新しい公共（市民

的公共性）」が論議の的となり、その可能性が

探求されてきた。その主な担い手がNPOであり

、市民がNPO法人立で自前の学校を創り、それ

への公的支援を獲得して存続させていくチャ

レンジは、この意味で歴史的な意義を負って

いる。ＮＰＯ法人立ながら２００名規模の全

日制学校として存在しているシュタイナー学

校に関して、その法的制度的位置づけをめぐ

る格闘のプロセスを検証した。また、他のフ

リースクールやオルタナティブ学校と連携し

て、学校教育法とは別のオルタナティブ学校

法を新法として構想する共同研究も開始した

。 

(5) 北米およびドイツ・北欧のシュタイナー



 

 

学校卒業生に対する先行調査について、研究

分担者の今井重孝が研究を行い、その成果を

公刊した。そこでは、シュタイナー学校の卒

業生たちの大学進学の実績、職業選択、文化

的・社会的関心、人間関係、そして子ども時

代に受けたシュタイナー教育への評価など、

包括的に卒業生の実態が明らかにされている

。そこで、北米調査の質問項目などを訳出し

、日本の一部の卒業生にもサンプリング調査

を行って、次年度以降に日本で行う本格的調

査の準備作業に入っている。 

 

＊以上の５点の研究成果に関わって、本科研
の研究成果報告・別冊資料集『日本のシュタ
イナー学校：＜社会とのつながり＞資料編
（～2012）』（発行者：研究代表者吉田敦彦、
大阪府立大学、せせらぎ出版、2012 年 3 月
31 日、総 156 頁）を刊行した。その内容（目
次）は、以下のとおり。 
Ⅰ．日本のシュタイナー学校の概観 
１．日本各地のシュタイナー学校 
２．学校間の連携  

A)「全国ヴァルドルフ教育者の集い」 
B)「全国シュタイナー学校運営連絡会」 
C）「シュタイナー幼児教育協会」 

Ⅱ．学校法人認可：特区から教育課程特例校 
１．学校法人シュタイナー学園 初等部・中
等部  

２．学校法人北海道シュタイナー学園 いず
みの学校 

３．高等学校（全日制課程普通科）「シュタ
イナー学園高等部」  

４．シュタイナー学園「各学年の学習内容」
（1年生～12年生） 

Ⅲ．ユネスコスクール（ASP）加盟校認定 
１．ユネスコスクールとシュタイナー教育 
２．ユネスコスクール（ASP）加盟申請書と
活動報告書 
A) ＮＰＯ法人京田辺シュタイナー学校 
B) ＮＰＯ法人東京賢治の学校 自由ヴ
ァルドルフシューレ 
C) ＮＰＯ法人横浜シュタイナー学園 

３．認定実現の背景と今日的意義 
Ⅳ. NPO 立学校への公的支援：京田辺を事例

として 
１．｢新しい公共｣政策と NPO 立学校への公的 

支援 
２．内閣府「新しい公共」推進会議資料：教

育分野での NPO 活動事例 
３．制度的・公的位置づけのオプション検討

――制度的オルタナティブの模索 
４．文部科学省熟議 in 京田辺「みんなでつ

くる学校：キーワードはコミュニティ」 
５．京都地域創造基金：「持続可能な社会の

ための担い手づくり」 

付録 
１．シュタイナー学校のクリスマス劇 
２．【抄訳】北米の卒業生調査の結果 
編集後記 
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